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衆
議
院
議
員
鈴
木
一
君
提
出
国
鉄
高
架
線
下
の
賃
借
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 
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三 

衆
議
院
議
員
鈴
木
一
君
提
出
国
鉄
高
架
線
下
の
賃
借
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一 

貸
付
台
帳
の
記
載
か
ら
み
て
、

（1）
当
初
か
ら
共
同
使
用
承
認
を
し
て
い
た
。

（2）
両
者
に
区
分
し
て
別
個
に 

使
用
承
認
し
た
。

（3）
記
入
順
か
ら
み
て
丸
二
青
果
荷
受
配
給
株
式
会
社
に
承
認
し
た
後
、
日
産
機
械
工
業
株
式 

会
社
を
追
加
し
て
共
同
使
用
承
認
し
た
。
と
三
通
り
に
解
釈
で
き
る
が
、
原
議
が
焼
失
し
て
お
る
の
で
明
確
は

期
し
得
な
い
た
め
、
「
両
名
に
使
用
承
認
し
て
い
た
模
様
」
と
し
た
も
の
で
あ
る
。 

二 

日
米
産
業
株
式
会
社
取
締
役
石
井
明
に
使
用
承
認
し
た
の
は
昭
和
三
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
付
け
東
営
事

第
一
一
六
二
六
号
で
あ
り
、
日
米
産
業
株
式
会
社
取
締
役
社
長
石
井
明
と
北
区
中
十
条
二
の
十
九
渡
辺
吉
男
の

共
同
使
用
承
認
と
し
た
の
は
昭
和
三
十
三
年
二
月
三
日
付
け
東
財
管
第
七
九
号
で
あ
る
。 

ま
た
、
日
米
産
業
株
式
会
社
取
締
役
社
長
石
井
明
に
使
用
承
認
し
た
理
由
は
、
東
京
地
方
裁
判
所
に
お
い
て

訴
訟
事
件
の
結
果
、
昭
和
三
十
一
年
十
月
二
十
九
日
調
停
が
成
立
し
、
同
調
停
条
項
第
三
項
の
「
国
鉄
は
日
米 

 



日
米
産
業
株
式
会
社
と
渡
辺
吉
男
の
共
同
使
用
承
認
に
変
更
し
た
こ
と
に
つ
い
て
は
、
日
米
産
業
株
式
会
社

に
使
用
承
認
し
た
後
、
昭
和
三
十
二
年
三
月
衆
議
院
決
算
委
員
会
に
お
い
て
、
国
鉄
の
高
架
下
管
理
に
つ
い
て

の
決
議
も
あ
り
、
国
鉄
と
し
て
は
、
と
り
あ
え
ず
高
架
下
使
用
の
正
常
化
を
は
か
る
た
め
、
「
高
架
下
使
用
に

関
す
る
暫
定
措
置
要
綱
」
を
定
め
、
高
架
下
使
用
名
義
人
と
高
架
下
建
物
所
有
者
と
を
一
致
さ
せ
る
等
の
実
態

に
即
し
た
処
理
を
す
る
こ
と
と
な
り
、
本
件
高
架
下
に
つ
い
て
も
、
日
米
産
業
株
式
会
社
と
渡
辺
吉
男
の
両
名

が
建
物
所
有
を
証
す
る
登
記
簿
抄
本
を
添
附
の
う
え
出
願
が
あ
り
、
前
記
処
理
方
針
に
も
そ
う
の
で
、
共
同 

な
お
、
当
時
丸
二
青
果
荷
受
配
給
株
式
会
社
か
ら
は
東
京
地
方
裁
判
所
及
び
国
有
鉄
道
に
対
し
何
ら
意
思
表

示
が
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
使
用
承
認
に
あ
た
つ
て
特
に
、
丸
二
青
果
荷
受
配
給
株
式
会
社
を
除
外
し
た
も
の
で

は
な
い
。 

産
業
株
式
会
社
に
使
用
承
認
を
考
慮
す
る
こ
と
」
に
基
づ
き
、
日
米
産
業
株
式
会
社
取
締
役
社
長
石
井
明
に
使

用
承
認
し
た
も
の
で
あ
る
。 

四 

 



 

五 

使
用
承
認
を
し
た
も
の
で
あ
る
。 

三 

貸
付
原
議
が
焼
失
し
て
い
る
た
め
、
い
か
な
る
方
法
に
よ
り
通
知
し
た
か
に
つ
い
て
は
明
確
を
期
し
得
な
い

が
、
貸
付
台
帳
に
昭
和
二
十
年
八
月
七
日
東
施
総
二
〇
第
四
二
六
号
を
も
つ
て
使
用
承
認
取
消
し
の
む
ね
の
記

載
が
あ
る
の
で
、
通
常
の
通
知
方
法
に
よ
つ
て
戦
前
の
使
用
承
認
は
取
消
し
て
あ
る
も
の
と
解
し
て
い
る
。 

な
お
、
隣
接
者
の
台
帳
記
入
事
項
も
同
一
の
も
の
で
あ
る
が
、
他
地
区
に
つ
い
て
は
取
消
し
た
こ
と
に
つ
い

て
問
題
な
く
処
理
さ
れ
て
お
り
、
東
京
地
方
裁
判
所
に
お
け
る
調
停
に
際
し
て
も
、
同
様
の
判
断
が
下
さ
れ
た

も
の
と
考
え
て
い
る
。 

ま
た
、
当
時
の
高
架
下
は
国
有
財
産
で
あ
り
、
国
有
財
産
法
第
一
八
条
（
旧
法
第
四
条
）
に
基
づ
く
行
政
行
為

に
よ
る
使
用
収
益
と
解
し
て
い
る
。 

右
答
弁
す
る
。 




